
資料１

大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業

様　式　集

平成１６年３月２６日

埼玉県企業局
「一般競争入札参加資格審査申請時の提出に係る様式」（各1部）

（様式3）参加表明書
（様式4）一般競争入札参加資格審査申請書

（様式5）グループ構成員及び協力企業一覧表

（様式6）委任状（グループの各構成員の代表者から代表企業の代表者への委任状）

（様式7）設計企業の参加資格要件一覧

（様式8）建設企業の参加資格要件一覧

（様式9）維持管理・運営企業の参加資格要件一覧

「入札の辞退に係る様式」（1部）
（様式10）入札辞退書

「入札時の提出書類に係る様式」（各1部）
（様式11）入札提出書類提出届

（様式12）委任状（代理人が入札する場合）

（様式13）委任状（復代理人が入札する場合）

（様式14）入札書

（様式15）業務要求水準に関する誓約書

「入札時の提出書類に係る提案書様式」（各20部）

Ⅰ　経営計画に関する提案書

（様式Ⅰ-①）大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業　経営計画に関する提案書表紙
（様式Ⅰ-②）事業実施体制

（様式Ⅰ-②-2）本事業参加者一覧表
（様式Ⅰ-③）事業計画提案書
（様式Ⅰ-④）事業遂行に当たっての基本方針
（様式Ⅰ-⑤）事業スケジュール

（様式Ⅰ-⑥）設計・建設費の内訳

（様式Ⅰ-⑦）維持管理費等内訳書
（様式Ⅰ-⑧）運営費内訳書

（様式Ⅰ-⑨）資金調達計画

（様式Ⅰ-⑩）資金調達に関するその他の提案

（様式Ⅰ-⑪）リスク対応に関する提案

（様式Ⅰ-⑫）経営安定性に関する提案

（様式Ⅰ-⑬）付保する保険

（様式Ⅰ-⑭）長期収支計画（通期）

（様式Ⅰ-⑭-2）長期収支計画（四半期）

Ⅱ　施設整備に関する提案書
（様式Ⅱ-①）大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業　施設整備に関する提案書表紙
（様式Ⅱ-②）排水処理、非常用電源施設の土木・建築施設の耐久性等に関する提案

（様式Ⅱ-③）排水処理、非常用電源施設の機械設備の耐久性等に関する提案

（様式Ⅱ-④）排水処理、非常用電源施設の電気設備の耐久性等に関する提案

（様式Ⅱ-⑤）排水処理施設の土木・建築施設の施設能力に関する提案

（様式Ⅱ-⑥）排水処理施設の機械設備の排水処理能力に関する提案

（様式Ⅱ-⑦）排水処理施設の電気設備の排水処理能力に関する提案

（様式Ⅱ-⑧）非常用電源施設の能力に関する提案
（様式Ⅱ-⑨）既存施設連絡・改良計画に関する提案
（様式Ⅱ-⑩）施設配置計画について用地の有効利用の観点からの提案
（様式Ⅱ-⑪）設備配置計画について維持管理の観点からの提案
（様式Ⅱ-⑫）計装設備に関する提案
（様式Ⅱ-⑬）業務従事者の就労環境に関する提案
（様式Ⅱ-⑭）施工計画に関する提案
Ⅲ　施設の維持管理・運営に関する提案書

（様式Ⅲ-①）大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業　施設の維持管理・運営に関する提案書表紙
（様式Ⅲ-②）維持管理業務・実施体制・内容に関する提案

（様式Ⅲ-③）修繕業務計画書
（様式Ⅲ-④）排水処理計画に関する提案①
（様式Ⅲ-⑤）排水処理計画に関する提案②
（様式Ⅲ-⑥）排水処理計画に関する提案③
（様式Ⅲ-⑦-1）発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案①

（様式Ⅲ-⑦-2）発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案②

（様式Ⅲ-⑦-3）発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案③
（様式Ⅲ-⑧）非常用電源供給業務に関する提案
Ⅳ　その他配慮等に関する提案

（様式Ⅳ-①）地球環境への配慮に係る提案

（様式Ⅳ-②-1）周辺環境への配慮に関する提案①

（様式Ⅳ-②-2）周辺環境への配慮に関する提案②

Ⅴ　総合的事項に関する提案

（様式Ⅴ-①）地域経済への貢献に関する提案

（様式Ⅴ-②）セルフモニタリングに関する提案

（様式Ⅴ-③）事業全体のプロジェクトマネジメントに関する提案

（様式Ⅴ-④）その他全般に関する提案

「施設の整備、維持管理・運営に関する技術提案付属資料一式：技術提案に関する全体概要書」（各20部）

※　提案書及び技術提案付属資料は、磁気データをＣＤ－ＲＯＭに保存し提出してください。

なお、提出の際は各分冊ごとに目次をつけると共に、使用ソフトや綴じ方については入札説明書４(3)を参照してください。

（様式　3）
参加表明書

平成　　年　　月　　日

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
申請者

グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
当グループは、平成１６年３月２６日付けで公告のあった「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」の入札に参加することを表明します。

※　欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。

（様式　4）

平成　　年　　月　　日

一般競争入札参加資格審査申請書

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
申請者

グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成１６年３月２６日付で入札公告のありました「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」に係る一般競争入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

なお、入札説明書に定められた入札参加資格要件を満たしていること、並びに、この申請書及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

（添付書類名をチェックし、必要に応じて追加してください。）
	入札参加資格要件の確認に必要な書類等

	提出書類：

□参加表明書（様式3）

□一般競争入札参加資格審査申請書（様式4）

□グループ構成員及び協力企業一覧表（様式5）

□入札参加者の有価証券報告書（直近決算から３年分、５部）、会社概要書（２０部）

「設計企業」

□設計企業の参加資格要件一覧（様式7）

□設計企業の建築士法第23条に規定する登録に係る登録通知書の写し

□設計企業の入札説明書第１.３（3）イ（ウ）bに記述する工事実績を証する書類

・従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）

・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写し

「建設企業」

□建設企業の参加資格要件一覧（様式8）

□建設企業の建設業法第3条の1に規定する許可に係る許可通知書の写し（各工事ごと）

□建設企業の経営事項審査結果通知書の写し（各工事ごと）

□建設企業の入札説明書第１.３（3）イ（エ）cに記述する施工実績を証する書類

・当該建設工事の請負契約書の写し

・工事完成検査通知書又は施工実績証明書の写し

・竣工時工事カルテ

・施工条件を確認できる仕様書の工事大要が記載されている資料

□主任技術者又は監理技術者の入札説明書第１.３（3）イ（エ）dに記述する施工実績及び資格を証する書類（各工事及び当該業務の参加資格要件の判定対象となる各企業ごと）

・従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）

・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写し

□監理技術者にあっては建設業法第２７条の１８に規定する建築業務の監理技術者資格者証（裏面含む）の写しを追加

「維持管理・運営企業」

□維持管理・運営企業の参加資格要件一覧（様式9）

□維持管理・運営企業について、入札説明書第１．３（3）イ（オ）に記述する業務実績を有することを証する書類

・当該業務の請負契約書の写し

・委託業務完了検査結果通知書などの写し

・竣工時工事カルテ

・当該業務内容を確認できる仕様書など

「その他」

□入札参加者の法人登記簿謄本

□入札参加者が法人税、消費税又は法人事業税を滞納していないことを証する書類

※様式６の委任状については、必要に応じて追加し提出すること。


※　返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金(４３０円)の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してください。
（様式　5）

グループ構成員及び協力企業一覧表

	代表企業
	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞

本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載してください。なお、一つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載してください。

	構 成 員
	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞

	協力企業
	商号又は名称

所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞


※　代表企業、構成員、参加資格要件の判定対象となる協力企業について記入してください。なお、欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。

（様式　6）

平成　　年　　月　　日

委　任　状

（グループの各構成員の代表者から代表企業の代表者への委任状）
	構成員
	所在地
 商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成員
	所在地
 商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成員
	所在地
 商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成員
	所在地
 商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


※　構成員の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。

私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」に関し、下記の権限を委任します。

	受任者
	所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	委任事項
	１．入札辞退に関する件
２．入札及び提案に関する件
３．復代理人の選任並びに解任に関する件


（様式　7）
設計企業の参加資格要件一覧

●建築士法第23条に基づく一級建築士事務所の登録状況

（会社名　　　　　　　　　　構成員・協力企業）

	項　目
	内　　訳

	建築士法第23条に基づく一級建築士事務所の登録状況


	（登録の状況　　　　　登録年月日・登録番号）

平成　年　月　日　　第　　　　号


※　建築士法第23条に規定する登録に係る登録通知書の写しを添付してください。

●配置予定管理技術者の設計業務経験

（管理技術者名　　　　　　　　　）

	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写しを提出してください。
（様式　8）
建設企業の参加資格要件一覧

●建設業法第3条の1に規定する特定建設業の許可に係る登録状況

	項　目
	内　　訳

	建設業法第3条に規定する特定建設業の許可状況
	（発注業種の許可状況　　　　許可年月日・許可番号）

土木工事業　　　　：平成　年　月　日　　第　　号

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）
建築工事業　　　　：平成　年　月　日　　第　　号

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）
電気工事業　　　　：平成　年　月　日　　第　　号

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）
機械器具設置工事業：平成　年　月　日　　第　　号

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）


※　建設業法第3条の1に規定する許可に係る許可通知書の写しを添付してください。
●建設業法第27条の23に規定する経営事項審査に関する状況

	項　目
	内　　訳

	建設業法第27条の23に規定する経営事項審査の結果
	土木工事業　　　　：　　　　　　点　　　　

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）

建築工事業　　　　：　　　　　　点　　　　

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）

電気工事業　　　　：　　　　　　点　　　　

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）

機械器具設置工事業：　　　　　　点　　　　

（要件対象企業名　　　　　、　構成員　協力企業）


※　建設業法第27条の23に規定する経営事項審査結果通知書の写しを添付してください。

●建設工事実績

「土木工事」（会社名　　　　　　　　　　構成員・協力企業）
	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	（JVの出資比率）

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の請負契約書の写し・工事完成検査通知書又は施工実績証明書の写し・竣工時工事カルテ・施工条件を確認できる仕様書の工事大要が記載されている資料を添付してください。

●建設工事実績

「建築工事」（会社名　　　　　　　　　　構成員・協力企業）
	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	（JVの出資比率）

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の請負契約書の写し・工事完成検査通知書又は施工実績証明書の写し・竣工時工事カルテ・施工条件を確認できる仕様書の工事大要が記載されている資料を添付してください。

●建設工事実績

「機械器具設置工事」（会社名　　　　　　　　　　構成員・協力企業）
	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	（JVの出資比率）

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の請負契約書の写し・工事完成検査通知書又は施工実績証明書の写し・竣工時工事カルテ・施工条件を確認できる仕様書の工事大要が記載されている資料を添付してください。

●建設工事実績

「電気工事」（会社名　　　　　　　　　　構成員・協力企業）
	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	（JVの出資比率）

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の請負契約書の写し・工事完成検査通知書又は施工実績証明書の写し・竣工時工事カルテ・施工条件を確認できる仕様書の工事大要が記載されている資料を添付してください。

●配置予定主任技術者又は監理技術者の工事業務経験等

「土木工事」（主任・監理技術者名　　　　　　　　　）

	項　目
	詳　細　記　入

	主任　　監理※１
	－

	所属会社名
	

	資格名※２
	

	施設名称※３
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※１　どちらかを○で囲ってください。監理技術者の場合は監理技術者資格者証（裏面含む）の写しを添付してください。

２　入札説明書で要求された資格を証する書類を添付してください。

３　記載した業務の従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写しを提出してください。
●配置予定主任技術者又は監理技術者の工事業務経験等

「建築工事」（主任・監理技術者名　　　　　　　　　）

	項　目
	詳　細　記　入

	主任　　監理※１
	－

	所属会社名
	

	資格名※２
	

	施設名称※３
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※１　どちらかを○で囲ってください。監理技術者の場合は監理技術者資格者証（裏面含む）の写しを添付してください。

２　入札説明書で要求された資格を証する書類を添付してください。

３　記載した業務の従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写しを提出してください。
●配置予定主任技術者又は監理技術者の工事業務経験等

「機械器具設置工事」（主任・監理技術者名　　　　　　　　　）

	項　目
	詳　細　記　入

	主任　　監理※１
	－

	所属会社名
	

	資格名※２
	

	施設名称※３
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※１　どちらかを○で囲ってください。監理技術者の場合は監理技術者資格者証（裏面含む）の写しを添付してください。

２　入札説明書で要求された資格を証する書類を添付してください。

３　記載した業務の従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写しを提出してください。
●配置予定主任技術者又は監理技術者の工事業務経験等

「電気工事」（主任・監理技術者名　　　　　　　　　）

	項　目
	詳　細　記　入

	主任　　監理※１
	－

	所属会社名
	

	資格名※２
	

	施設名称※３
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※１　どちらかを○で囲ってください。監理技術者の場合は監理技術者資格者証（裏面含む）の写しを添付してください。

２　入札説明書で要求された資格を証する書類を添付してください。

３　記載した業務の従事実績を証明する資料（契約書、竣工時工事カルテ等）・資格者証（裏面含む）の写し・免許証の写しを提出してください。
（様式　9）
維持管理・運営企業の参加資格要件一覧

●維持管理企業の業務実績（設備維持管理業務担当）

（会社名　　　　　　　　、構成員・協力企業）

	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称※１
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	


※　記載した業務の請負契約書の写し・委託業務完了検査結果通知書の写し・竣工時工事カルテ・当該業務内容を確認できる仕様書などを添付してください。
●運営企業の業務実績（排水処理業務担当）

（会社名　　　　　　　　、構成員・協力企業）

	項　目
	詳　細　記　入

	施設名称※１
	

	発注者
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	施工期間
	

	発注形態
	

	全体計画処理水量（日量）
	



※　記載した業務の請負契約書の写し・委託業務完了検査結果通知書の写し・竣工時工事カルテ・当該業務内容を確認できる仕様書などを添付してください。
（様式　10）

平成　　年　　月　　日

入札辞退書

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
入札参加者
グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成１６年３月２６日付で入札公告のありました「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」に関する一般競争入札参加資格審査申請書を提出しましたが、都合により入札を辞退します。

（様式　11）

平成　　年　　月　　日

入札提出書類提出届

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
入札参加者

グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」の「入札説明書」に基づき、下記のとおり入札提出書類を提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

記

（提出書類名及び部数を記載してください。）

（様式　12）

委　任　状

（代理人が入札する場合）

私は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

事業名：大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業
１．入札に関する一切の件

２．復代理人選任の件

平成　　年　　月　　日

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
委任者
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（様式　13）

委　任　状

（復代理人が入札する場合）

私は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　を復代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

事業名：大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業
１．入札に関する一切の件

平成　　年　　月　　日

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
委任者
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（様式　14）

平成　　年　　月　　日

入　札　書

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
入札参加者

グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」の「入札説明書」を承諾のうえ、下記の金額によって入札します。

大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業
入札価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円也
※１　代理人が入札をするときは、入札参加者の商号又は名称及び代表者氏名、並びに代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記載し、かつ押印してください。

２　復代理人が入札をするときは、入札参加者の商号又は名称及び代表者氏名、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名、並びに復代理人であることの表示及び当該復代理人の氏名を記載し、かつ押印してください。

３　消費税は含めないでください。

４　入札価格は様式Ⅰ‐③のＳＰＣに支払うサービス対価の単純合計欄に記入する額としてください。

（様式　15）

平成　　年　　月　　日

業務要求水準に関する誓約書

埼玉県公営企業管理者　田村　健次　様　
入札参加者

グループ名　　　　　　　　　　　　　　
代表企業
所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成１６年３月２６日付で入札公告のありました「大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業」の入札に対する本提出書類の一式は、「入札説明書」（添付資料を含む）に規定された業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

（様式　Ⅰ-①）

大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業

経営計画に関する提案書表紙

平成　　年　　月　　日

入札参加者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※１　提案に係るすべての書類のページ右下に、企業局から送付された一般競争入札参加資格確認通知書に記入されている受付番号を付してください。

※２　様式は、指定がある場合を除き、原則Ａ４判２枚以内で分かりやすく簡潔に記述してください。ただし、添付書類は枚数に数えません。

（様式　Ⅰ-②）

事業実施体制

	記載要領：「入札説明書」の内容を踏まえ、本事業の構成員、協力企業、その他の下請企業、出資者、融資金融機関、保険会社、アドバイザーその他本事業に関わる企業名、各企業の役割、関係等を図表を用いて記載してください。

必要に応じ、A4横又はA３折込でも構いません。

（記載例）

[image: image1.wmf]（単位：円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16

H17

……

H38

H39

清算

事業期間累計

営業収入

……

売上（前払金分）

……

　　　（一時支払金分）

……

　　　（割賦支払金分）

……

　　　（サービス購入料分）

……

営業費用

……

必要項目を記入

……

〃

……

〃

……

営業損益

……

営業外収入

……

資金運用収入

……

営業外費用

……

支払い金利

……

営業外損益

……

当期利益（税引前）

……

税務調整

……

課税損益

……

法人税

……

当期利益（税引後）

……

（単位：円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16

H17

……

H38

H39

清算

事業期間累計

資金調達

……

当期利益（税引後）

……

必要項目を記入

……

〃

……

〃

……

資金需要

……

当期損失（税引後）

……

必要項目を記入

……

〃

……

〃

……

借入金償還　合計

……

借入金償還

……

元利償還後配当前キャッシュフロー

……

法定準備金

……

法定準備金清算

……

内部留保金清算

……

配当

……

未処分金（内部留保金）

……

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16

H17

……

H38

H39

清算

借入金残高

……

割賦元本残高

……

法定準備金残高

……

未処分金残高

……

ＰＩＲＲ

……

ＥＩＲＲ

……

ＤＳＣＲ（各年）

……

ＬＬＣＲ

……

＜企業局のライフサイクルコスト＞

（単位：円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16

H17

……

H38

H39

清算

事業期間累計

企業局の支出（現在価値）

……

A’c

企業局の支出　�@−b＋c＋dj

……

総合評価金額

ＳＰＣへの支払サービス対価�@

……

A入札金額�

前払金

……

一時支払金

……

割賦支払金

……

サービス購入料

……

消費税�A

……

電力削減効果額

……

b

電力削減効果額（現在価値）

……

b’c

自家発電補給電力契約額

……

c

自家発電補給電力契約額（現在価値）

……

c’c

アンスラリー契約額

……

d

アンスラリー契約額（現在価値）

……

d’c

※　

１　提出の際の本様式の書式は原則Ａ３判横書きとし、Ｍｓ-Ｅｘｃｅｌ形式で計算式等を残しCD-ROMに保存したファイルを併せて提出してください。�

２　可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更が必要な場合には適宜行ってください。

３　全ての提案書における内容及び数値について整合を保つよう注意してください。

４　物価変動率、事業者の直接収入は考慮せずに計算してください。

５　法人税実効税率は40.87％としてください。不動産取得税は実施方針に関する質問回答等を基に事業者リスクにて判断してください。�

６　現在価値換算のための割引率は3.2％、16年度を係数１とし、年度単位で計算してください。B

７　損益計算書には、消費税を含めず、円未満切捨てで記入してください。

８　ＰＩＲＲは初期投資に対する税引後元利償還前キャッシュフロー、ＥＩＲＲは出資金に対する各期元利償還後配当前キャッシュフローの内部収益

　率としてください。なお、PIRR計算上の初期投資は「総投資額−前払金及び一時支払金」としてください。

９　サービス購入料は有価購入費を控除した額を記入してください。

10　割賦支払金利には消費税はかかりません。

11　前払金は19年度、一時支払金は20年度に支払われるものとしてください。

12　記載項目の設定や費用・収益の計上については、事業者の判断において適切に行ってください。
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　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16�T

H16�U

H16�V

H16�W

……

H39�V

H39�W

清算

事業期間累計

営業収入

……

売上（前払金分）

……

　　　（一時支払金分）

……

　　　（割賦支払金分）

……

　　　（サービス購入料分）

……

営業費用

……

必要項目を記入

……

〃

……

〃

……

営業損益

……

営業外収入

……

資金運用収入

……

営業外費用

……

支払い金利

……

営業外損益

……

当期利益（税引前）

……

税務調整

……

課税損益

……

法人税

……

当期利益（税引後）

……

（単位：円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16�T

H16�U

H16�V

H16�W

……

H39�V

H39�W

清算

事業期間累計

資金調達

……

当期利益（税引後）

……

必要項目を記入

……

〃

……

〃

……

資金需要

……

当期損失（税引後）

……

必要項目を記入

……

〃

……

借入金償還　合計

……

借入金償還

……

元利償還後配当前キャッシュフロー

……

法定準備金

……

法定準備金清算

……

内部留保金清算

……

配当

……

未処分金（内部留保金）

……

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16�T

H16�U

H16�V

H16�W

……

H39�V

H39�W

清算

借入金残高

……

割賦元本残高

……

法定準備金残高

……

未処分金残高

……

ＰＩＲＲ

……

ＥＩＲＲ

……

ＤＳＣＲ（各年）

……

ＬＬＣＲ

……

＜企業局のライフサイクルコスト＞

（単位：円）

　　　　　　　　　　事　　業　　年　　度

H16�T

H16�U

H16�V

H16�W

……

H39�V

H39�W

清算

事業期間累計

企業局の支出（現在価値）

……

A’c

企業局の支出　�@−b＋c＋dj

……

総合評価金額

ＳＰＣへの支払サービス対価�@

……

A入札金額�

前払金

……

一時支払金

……

割賦支払金

……

サービス購入料

……

消費税�A

……

電力削減効果額

……

b

電力削減効果額（現在価値）

……

b’c

自家発電補給電力契約額

……

c

自家発電補給電力契約額（現在価値）

……

c’c

アンスラリー契約額

……

d

アンスラリー契約額（現在価値）

……

d’c

※　

１　提出の際の本様式の書式は原則Ａ３判横書きとし、Ｍｓ-Ｅｘｃｅｌ形式で計算式等を残しCD-ROMに保存したファイルを併せて提出してください。�

２　可能な範囲で詳細に記入し、項目の追加・削除・変更が必要な場合には適宜行ってください。

３　全ての提案書における内容及び数値について整合を保つよう注意してください。

４　物価変動率、事業者の直接収入は考慮せずに計算してください。

５　法人税実効税率は40.87％としてください。不動産取得税は実施方針に関する質問回答等を基に事業者リスクにて判断してください。�

６　現在価値換算のための割引率は3.2％、16年度を係数１とし、年度単位で計算してください。B

７　損益計算書には、消費税を含めず、円未満切捨てで記入してください。

８　ＰＩＲＲは初期投資に対する税引後元利償還前キャッシュフロー、ＥＩＲＲは出資金に対する各期元利償還後配当前キャッシュフローの内部収益

　率としてください。なお、PIRR計算上の初期投資は「総投資額−前払金及び一時支払金」としてください。

９　サービス購入料は有価購入費を控除した額を記入してください。

10　割賦支払金利には消費税はかかりません。

11　前払金は19年度、一時支払金は20年度に支払われるものとしてください。

12　記載項目の設定や費用・収益の計上については、事業者の判断において適切に行ってください。

13　固定費の各四半期の支払い額は、各年度額の1／４額とします。また、変動費については、計算を簡略化するために、各四半期に�

おける発生汚泥量を3，800t-dsと想定して積算してください。
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※　企業番号とは、（様式　Ⅰ-②-2）において付す番号です。



（様式　Ⅰ-②-2）

本事業参加者一覧表

	代表企業
	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞

本事業における役割・ＳＰＣへの出資の有無を選択し、その役割内容を簡潔に記載してください。なお、一つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載してください。

	構 成 員
	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞

	協力企業
	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設・維持管理・運営）＞＜出資　有・無＞


	下請企業
（下請契約）
	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（設計・建設）＞　　　　　　　　＜出資　有・無＞

	下請企業

（再委託契約）
	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（維持管理・運営）＞　　　　　　＜出資　有・無＞

	融資企業

	商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業番号　　　　）
所在地

	
	担当者　氏　名

　　　　所　属

　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　E-mail

	
	＜本事業における役割（融資）＞　　　　　　　　　　　＜出資　有・無＞



※　代表企業、構成員、協力企業、下請企業及び融資企業その他本事業に関わる者について記入し、企業番号を１から順に付してください。企業番号は副本において、企業名の代わりとして使用してください。なお、その他、追加の必要がある場合は、適宜本様式に準じて追加・作成してください。

（様式　Ⅰ-③）
事業計画提案書


	
	単純合計
	現在価値※3

	総合評価に用いる価格 (1+2+3-4+5+6)
	
	

	SPCに支払うサービス対価 (1+2+3)
	※4
	

	1．設計・建設費※1
	
	―

	
	前払金※事業契約書別紙10に規定する前払金から消費税を除いた額を記載
	
	―

	
	一時支払金※事業契約書別紙10に規定する一時支払金から消費税を除いた額を記載
	
	―

	
	割賦支払元本
	
	―

	
	割賦支払金利（利率：　　　　％、内スプレッド　　　％）
	
	―

	2．サービス購入料（維持管理費※2）
	
	―

	3．サービス購入料（運営に係る対価）
	
	―

	
	固定費総額（年間額：　　　　千円）
	
	―

	
	変動費総額

（サービス購入料単価　　：　　　　円/ｔ－ｄｓ）

（非有価利用の処理費単価：　　　　円/ｔ－ｄｓ）
	
	―

	
	（▲有価利用にかかる発生土の購入費：　　　　円）
	▲
	

	4．電力削減効果額

※技術提案書「常用電源設備計画（提案による）」による削減電力計算書の20年間合計額を記載してください。
	
	―

	5.自家発補給電力契約額
	
	―

	6.アンスラリー契約
	
	―

	（7.消費税）
	
	―


※1　提案の内容に基づき、割賦支払元本および割賦支払金利利率（スプレッド）を提案し、事業契約書別紙１０に示す元利均等償還の方法により算定される償還金額を記入してください。

2　サービス購入料（維持管理費）は、物価変動及び浄水発生土量による変動を見込まない維持管理に対するサービス購入料の事業期間の合計額を記入してください。
3　割引率3.2％で現在価値化した値を記入してください。
4　ＳＰＣに支払うサービス対価の単純合計が入札書（様式14）に記入する入札金額になります。

5　サービス購入料（維持管理費）は、様式Ⅰ－⑦の２０年間計と整合をとってください。サービス購入料（運営にかかる対価）における固定費総額は様式Ⅰ－⑧における運営業務の固定費の合計額との整合をとってください。

6　変動費総額は、発生土量を年間15,200t-ds／年に設定して積算してください。

7　自家発補給電力契約及びアンスラリー契約は事業者提案とします。
8　消費税は、サービス対価にかかるものと発生土の購入費にかかるものを相殺して記載してください。なお、割賦支払金利に消費税はかかりません。
9　電気料金については、入札説明書　別紙１を参照してください。

10　1から6の費用は消費税抜きで記入してください。

（様式　Ⅰ-④）

事業遂行に当たっての基本方針

	記載要領

・「入札説明書」の内容を踏まえ、事業遂行に当たっての基本方針について、簡潔に記載してください。




（様式　Ⅰ-⑤）

事業スケジュール

	施設の竣工日

平成　　年　　月　　日

試運転期間

平成　　年　　月　　日~平成　　年　　月　　日

特別目的会社の設立・運営・清算
各種契約等の締結

資金の調達・返済

※借入時期、返済期間・方法等の概要について記述してください。

記載要領

・「入札説明書」の事業スケジュールを踏まえ、上記の表に提案する事業スケジュールを明記してください。




（様式　Ⅰ-⑥）

設計・建設費の内訳

	項目
	金額（円）

	
	16年度
	17年度
	18年度
	19年度

	
	
	
	
	前払金
	一時支払金
	その他
	計

	本施設の設計及び整備等に係る費用
	設計料
	
	
	
	―
	
	
	

	
	工事監理費
	
	
	
	―
	
	
	

	
	建設工事費
	排水処理施設
	土木
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	建築
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	機械
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	電気
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	非常用電源施設
	土木
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	建築
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	機械
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	電気
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他提案施設
	土木
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	建築
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	機械
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	電気
	
	
	
	
	
	
	

	
	備品費
	設置費
	
	
	
	―
	
	
	

	
	各種手続・申請費用
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	事業者の開業に伴う諸費用
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	建中金利
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	融資組成手数料
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	県への所有権移転費用
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	本施設の設計及び整備に係る保険料
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	その他本施設の設計及び整備等に関する初期費用と認められる費用
	
	
	
	
	―
	
	
	

	
	本施設の設計及び整備等に係る費用　

各年計
	
	
	
	
	
	
	

	
	本施設の設計及び整備等に係る費用　

合計
	

	
	割賦支払金利
	（H20～H39計）

	設計建設費　計
	合計


※１　前払金及び一時支払金については、事業契約書別紙１０を参照してください。なお、本様式においてこれらの金額については、消費税を含まない金額を記載してください。

２　消費税及び地方消費税は含めないでください。

３　一時支払金は１９年度の支払として記入してください。

４　必要に応じＡ４横又はＡ３折込でも構いません。

（様式　Ⅰ-⑦）

維持管理費等内訳書

「固定費（維持管理業務）」

（単位：円）

	業務分類
	費　　目
	年額
	２０年間計
	物価変動指定

インデックス

	1.建物維持管理業務費
	人件費
	
	
	①

	
	委託費
	
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	
	②

	
	修繕費
	－※１
	
	③

	2.設備維持管理業務費
	人件費
	
	
	①

	
	委託費
	
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	
	②

	
	修繕費
	－※１
	
	③

	3.外構維持管理業務費
	人件費
	
	
	①

	
	委託費
	
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	
	②

	
	修繕費
	－※１
	
	③

	4.保安及び警備業務費
	人件費
	
	
	①

	
	委託費
	
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	
	②

	合　計
	
	
	


※１　維持管理費は固定費とし、発生土量の多少に係わらず、一定額を要する費用としてください。

２　修繕費以外は20年間一定とし、四半期ごとの費用も同一としてください。なお、修繕費は20年間分を次表に記入してください。また、次表の各20年間分の合計額を上表の該当箇所に記入してください。

３　各業務のその他必要諸経費の欄を必要に応じ追加することは可能ですが、物価変動指定インデックス（事業契約書（案）別紙１０参照）は同じのものを使用します。

４　人件費はＳＰＣの人件費としてください。

５　必要に応じＡ４横又はＡ３折込でも構いません。

６　消費税は含めず、物価変動は考慮しないで記載してください。

「固定費（修繕費）」

（単位：円）
	業務

分類
	２０年度
	２１年度
	２２年度
	２３年度
	２４年度

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	年計
	
	
	
	
	

	
	２５年度
	２６年度
	２７年度
	２８年度
	２９年度

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	年計
	
	
	
	
	

	
	３０年度
	３１年度
	３２年度
	３３年度
	３４年度

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	年計
	
	
	
	
	

	
	３５年度
	３６年度
	３７年度
	３８年度
	３９年度

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	年計
	
	
	
	
	

	
	２０年間計
	合計
	

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


※１　修繕費について、ＳＰＣにおける実際の修繕実施期のズレは企業局への事前報告により認める場合がありますが、企業局からの支払スケジュールの変更はできません。

２　必要に応じＡ４横又はＡ３折込でも構いません。
３　業務分類の１は建物維持管理業務の修繕費、業務分類の２は設備維持管理業務の修繕費、業務分類の３は外構維持管理業務の修繕費を記載してください。

４　修繕費については、技術提案書様式Ⅶ-Ⅱの金額との整合をとってください。

５　消費税及び物価変動は含めず、円単位で記載してください。
（様式　Ⅰ-⑧）

運営費内訳書

「固定費＋変動費（運営業務）」

（単位：円）

	業務分類
	費　　目
	固定費部分
年額
	変動費部分
年額＊2
	単価

(円／ｔ-ds)
	２０年計

（固＋変）
	物価変動指定インデックス

	1.排水処理業務
	人件費
	
	
	
	
	①

	
	委託費
	
	
	
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	
	
	
	②

	
	電気
	
	
	
	
	④

	
	ガス
	
	
	
	
	⑤

	
	水道代（工水）
	
	－※１
	－※１
	
	⑥

	
	石油
	
	
	
	
	⑦

	
	小計
	
	
	
	
	-

	2.非常用電源供給業務


	人件費
	
	－
	－
	
	①

	
	委託費
	
	－
	－
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	－
	－
	
	②

	
	電気
	
	－
	－
	
	-

	
	ガス
	
	－
	－
	
	-

	
	水道代（工水）
	
	－
	－
	
	-

	
	石油
	
	－
	－
	
	-

	
	小計
	
	－
	－
	
	-

	3.常用電源供給業務

（提案する場合）
	人件費
	
	－
	－
	
	①

	
	委託費
	
	－
	－
	
	②

	
	その他必要諸経費
	
	－
	－
	
	②

	
	電気
	
	－
	－
	
	④

	
	ガス
	
	－
	－
	
	⑤

	
	水道代（工水）
	
	－
	－
	
	⑥

	
	石油
	
	－
	－
	
	⑦

	
	小計
	
	－
	－
	
	-

	合　計
	
	
	
	
	


※１　水道代（工水）は定額契約をするため、定額負担となり変動部分はないものとします。

２　変動費部分年額には、単価に年間発生土量は15,200t-dsを乗じて得た金額を記入してください。
３　３の常用電源供給業務については、提案する場合に記入してください。

４　非常用電源業務において、非常時に消費される燃料費については企業局が別途負担します。ただし、点検、試運転費はサービス購入料内とします。

５　固定費は浄水発生土量に係わらず発生する費用です。
６　常用電源供給業務に係わる固定費は、様式（様式Ⅰ－③）にて、提案された電力削減効果額に要する費用を年額で計上してください。また、技術提案書様式Ⅱ－Ⅲ―５との整合をとってください。

７　必要に応じてＡ４横、Ａ３横でもかまいません。

「変動費（運営業務）」

（単位：円）

	業務分類
	費　目
	処理量

(t-ds／年)
	提案単価

(円／t-ds)
	年額＊

（ａ）
	２０年間計

	4.発生土有効利用業務
	非有価利用の処理費
	
	
	
	


※　発生土15,200t-ds/年から有価利用分の買取量を引いた量（処理量）に提案単価を乗じて算定を行い、毎年度の支払額を一定として提案してください。

「有価購入費」

	業務分類
	費　目
	買取量

(t-ds／年)
	提案単価

(円／t-ds)
	年額＊

（ｂ）
	２０年間計

	有価購入費
	有価購入費
	
	
	
	


※　有価利用分の提案単価及び買取量を提案し、毎年度の支払額を一定として提案してください。

非有価利用の処理費と有価購入費の加重平均額の確認

　次の式で求められる非有価利用の処理費と有価購入費の加重平均額＊　　　　　　 (円)
（非有価利用の処理費年額ａ　　　　 　－有価購入費の年額ｂ　　　　　）/15,200

※　加重平均額は、15,385円/t-ds以下であること。

「費目別詳細」

1） 変動費部分

	
	変動費単価(円/t-ds)
	電力（kW/t-ds）
	電力単価(円/kW)

	１．排水処理業務 　　電気
	
	
	


※　電力単価は東京電力（株）電気受給約款の特別高圧季節別時間帯別電力Bにより、使用状況を考慮し、設定してください。ただし、基本料金は算定には含めないでください。
	
	変動費単価(円/t-ds)
	ガス（Nm3/t-ds）
	ガス単価(円/Nm3)

	１．排水処理業務 　　ガス
	
	
	


※　ガス単価は事業者と供給会社との契約による単価としてください。

	
	変動費単価(円/t-ds)
	石油（Ｌ/t-ds）
	石油単価(円/Ｌ)

	１．排水処理業務 　　石油
	
	
	


※　石油単価は事業者と供給会社との契約による単価としてください。

２）固定費部分

	電　　気
	年額（円/年）
	電力量（kW／年）
	電力単価(円/ kW)

	１．排水処理業務 　 
	
	
	

	２．非常用電源業務　
	
	
	

	３．常用電源業務　　
	
	
	


※　電力単価は東京電力（株）電気受給約款の特別高圧季節別時間帯別電力Bにより、使用状況を考慮し、設定してください。ただし、基本料金は算定には含めないでください。

	ガ　　ス
	年額（円/年）
	ガス量（Nm3／年）
	ガス単価(円/ Nm3)

	１．排水処理業務 　 
	
	
	

	２．非常用電源業務　
	
	
	

	３．常用電源業務　　
	
	
	


※　ガス単価は事業者と供給会社との契約による単価としてください。

	石　　油
	年額（円/年）
	石油量（Ｌ／年）
	石油単価(円/Ｌ)

	１．排水処理業務 　 
	
	
	

	２．非常用電源業務　
	
	
	

	３．常用電源業務　　
	
	
	


※　石油単価は事業者と供給会社との契約による単価としてください。

（様式　Ⅰ-⑨）

資金調達計画

	１．資金調達計画

調達総額

合計…ア＋イ＋ウ

円

内　訳

株主からの調達

出資金　計…ア

円

出資者名

全体割合(％)
うち

円

うち

円

うち

円

劣後ロ-ン　計…イ

円

調達方法

全体割合(％)
うち

円

うち

円

うち

円

株主以外

外部調達　計…ウ

円

調達方法

全体割合(％)
うち

円

うち

円

※　株主以外からの劣後ローンによる調達は「株主以外」欄に別途記載してください。

２．外部調達その他

(1) 外部調達計画の概要

金融機関の名称

調達予定金額

条件

(実行予定時期・

返済方法・金利等)

過去のプロジェクト

ファイナンス融資実績

円

円

円

合計

円

＝ウ

(2) 資金調達計画の表中「株主以外」欄記載の調達についての条件及び条件設定の考え方




※１　記入欄が足りない場合は本様式に準じて追加してください。

２　提案内容は、長期収支計画書（様式Ⅰ‐⑭）等との整合をとってください。
（様式　Ⅰ-⑩）
資金調達に関するその他の提案

	記載要領

・金融機関等からの関心表明書、タームシート等あれば、提出してください。

・資金調達計画以外にも特記すべき点があれば記載してください。




（様式　Ⅰ-⑪）
リスク対応に関する提案

	リスクの種類
	負担者
	リスク負担の方法

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※１　（保険以外による）リスク対応に係る提案について想定されるものをできるだけ細分化して記載してください。

２　リスクの種類の欄には、想定されるリスクの種類を記載してください。

３　負担者の欄には、リスクを負担する構成員名、協力企業名、下請企業その他の企業名を記載してください。

４　リスク負担の方法の欄には、リスク負担の方法を具体的に記載してください。

（様式　Ⅰ-⑫）

経営安定性に関する提案

	記載要領：追加出資、劣後ローンによる資金調達策、配当の積立等、経営安定性（財務基盤や返済計画）に関する事項を具体的に記述してください。



（様式　Ⅰ-⑬）

付保する保険

	記載要領：付保を予定している保険の名称、内容、保険料等について、具体的に記述してください。

付保する保険の内容

建　設　期　間

保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

維持管理･運営期間
保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　

保険名　：　　　　　　　　　　　保険料　：　　　　　　（円／年）

契約者　：　　　　　　　　　　　保険期間：

被保険者：　　　　　　　　　　　保険概要：

補償額　：　　　　　　　　　　　　




※　必要に応じ、様式Ｉ－⑪に記述する内容との整合をとってください。
（様式　Ⅰ-⑭）
長期収支計画（通期）

（様式　Ⅰ-⑭-2）
長期収支計画（四半期）

（様式Ⅱ-①）

大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業

施設整備に関する提案書

平成　　年　　月　　日

入札参加者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※１　提案に係るすべての書類のページ右下に、企業局から送付された一般競争入札参加資格確認通知書に記入されている受付番号を付してください。

※２　様式は、指定がある場合を除き、原則Ａ４判２枚以内で分かりやすく簡潔に記述してください。ただし、添付書類は枚数に数えません。

（様式Ⅱ-②）






　　　　（1/2）

排水処理、非常用電源施設の土木・建築施設の耐久性等に関する提案

	記載要領：排水処理施設・非常用電源施設の土木・建築施設の耐久性・耐震性・安全性に関する提案のうち、特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-③）






　　　　（1/2）

排水処理、非常用電源施設の機械設備の耐久性等に関する提案

	記載要領：排水処理施設・非常用電源施設の機械設備の耐久性・耐震性・安全性に関する提案のうち、特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-④）






　　　　（1/2）

排水処理、非常用電源施設の電気設備の耐久性等に関する提案

	記載要領：排水処理施設・非常用電源施設の電気設備の耐久性・耐震性・安全性に関する提案のうち、特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑤）






　　　　（1/2）

排水処理施設の土木・建築施設の施設能力に関する提案

	記載要領：排水処理施設の土木・建築施設の施設能力に関わる提案のうち、安定性、機能性、確実性等の観点から特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑥）






　　　　（1/6）

排水処理施設の機械設備の排水処理能力に関する提案

	記載要領：排水処理施設の機械設備の排水処理能力に関する提案のうち、安定性、機能性、確実性等の観点から特にアピールすべき事項について項目を挙げ、A4用紙6枚以内で具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑦）






　　　　（1/2）

排水処理施設の電気設備の排水処理能力に関する提案

	記載要領：排水処理施設の電気設備の排水処理能力に関する提案のうち、安定性、機能性、確実性等の観点から特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑧）






　　　　（1/2）

非常用電源施設の能力に関する提案

	記載要領：非常用電源施設の能力に関する提案のうち、安定性、敏速性、確実性等の観点から特にアピールすべき事項について具体的に項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

また、常用電源として提案がある場合、提案の根拠及び特にアピールすべき事項について項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。




（様式Ⅱ-⑨）






　　　　（1/2）

既存施設連絡・改良計画に関する提案

	記載要領：既存施設の連絡、改良計画及び工事方法に関して具体的かつ有効な提案があれば項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

また補足資料としてフロー或いは説明用の概略図面等を添付する場合は本提案用紙に別途（A4 or A3用紙1枚：様式は自由）追加してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑩）






　　　　（1/2）

施設配置計画について用地の有効利用の観点からの提案

	記載要領：施設配置計画について用地の有効利用の観点（外部施設との整合性・施設の更新性の確保等）から、特にアピールすべき提案があれば項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。
また補足資料として説明用の平面図面等を添付する場合は本提案用紙に別途（A4 or A3用紙2枚：様式は自由）追加してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑪）






　　　　（1/2）

設備配置計画について維持管理の観点からの提案

	記載要領：設備配置計画について維持管理、修繕作業、機器更新及び機器搬出入等の観点から、特にアピールすべき提案があれば項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。
また補足資料として説明用の平面図面等を添付する場合は本提案用紙に別途（A4 or A3用紙2枚：様式は自由）追加してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑫）






　　　　（1/2）

計装設備に関する提案

	記載要領：計装設備の耐久性、機能性、安定性、先進性等について特にアピールすべき提案があれば項目を挙げ、具体的かつ簡潔に記述してください。

また補足資料として説明用の概念図・フロー図等を添付する場合は本提案用紙に別途（A4 or A3用紙2枚：様式は自由）追加してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑬）






　　　　（1/2）

業務従事者の就労環境に関する提案

	記載要領：業務従事者の就労環境の確保に関わる有効かつ具体的な提案があれば具体的かつ簡潔に記述してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式Ⅱ-⑭）






　　　　（1/3）

施工計画に関する提案

	記載要領：施工計画について、試運転を考慮した工程管理、施工管理（品質管理、安全管理等）の観点からアピールすべき提案があれば具体的かつ簡潔に記述してください。また、調査・設計・建設工事・試運転・供用開始に至る全体の設計及び工事工程をA3用紙横1枚（様式及び項目等は自由）に工事工程表としてとりまとめ本提案書に添付してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


	（様式Ⅱ-⑯）

（記載例）工事工程表
（3/3）
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	平成20年度
	備　　　　　　考

	
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	４
	５
	６
	

	[調査・設計]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	地質・測量調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	生活環境影響調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	電波障害調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他必要調査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種申請・対外折衝協議
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[土木・建築工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	準備工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土工・仮設工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	基礎工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	躯体工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	配管工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	屋根工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	外部仕上工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	内部仕上工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	建具工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	付帯工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[機械設備工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	脱水設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	濃縮設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	上澄水返送設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	発生土有効利用設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	乾燥設備（提案）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他付帯設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[電気工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受変電設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	動力設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計装設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	監視制御設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他付帯設備工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	非常用電源設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	非常用電源設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	常用電源設備（提案）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料貯蔵設備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ガス管布設工事（提案）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[既設連絡・改良工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	排泥管連絡工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	上澄水返送管連絡工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	電気計装連絡工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設改良工事（提案）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	共同溝連絡工事（提案）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[外構工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	フェンス設置工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	舗装工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	植栽工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	排水溝設置工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[その他工事]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[試運転]
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	［供用開始］
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（様式Ⅱ-⑭）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事工程表（記載例）
（様式　Ⅲ-①）
大久保浄水場排水処理施設等整備・運営事業
施設の維持管理・運営に関する提案書

平成　　年　　月　　日

入札参加者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※１　提案に係るすべての書類のページ右下に、県から送付された一般競争入札参加資格確認通知書に記入されている受付番号を付してください。

※２　様式は、指定がある場合を除き、原則Ａ４判２枚以内で分かりやすく簡潔に記述してください。ただし、添付書類は枚数に数えません。

（様式　Ⅲ-②）

維持管理業務　実施体制・内容に関する提案

	記載要領：建物維持管理、設備維持管理、外構維持管理の作業内容や実施体制、異常時の連絡体制・対応体制に関して各施設ごとに具体的に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-③）

修繕業務計画書

	記載要領：建物維持管理業務、設備維持管理業務、外構維持管理業務に関して、事業期間中における修繕に関して、効率的かつ具体的な提案を記述して下さい。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。



（様式　Ⅲ-④）
排水処理計画に関する提案①

	記載要領：通常時の排水処理施設の日常及び定期の保守・点検業務体制、メンテナンス時間の設定等を含めた保守・点検業務計画、濁度変動に適切に対応できる汚泥の受け入れ計画、排水処理計画、返送水計画、人員計画、清掃・保安・警備等に係る日常業務や水質管理に関してアピールすべき点をＡ４版６枚以内で具体的に記述して ください。なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料 名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑤）
排水処理計画に関する提案②

	記載要領：異常高濁度時の連絡体制・対応体制に関してアピールすべき点を具体的に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑥）
排水処理計画に関する提案③

	記載要領：非常時（故障、災害、事故等）の業務実施体制、対応体制に関してアピールすべき点を具体的に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑦-1）

発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案①

	記載要領：発生土の管理（含水率・重量等の計測、保管・運搬等）に関して、効率的かつ具体的な提案を記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑦-2）

発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案②

	記載要領：発生土の有価利用に関して有価利用方法、品質管理、保管管理、運搬管理、有価利用先等について具体的な提案を記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑦-3）

発生土（発生土及び発生砂）有効利用業務に関する提案③

	記載要領：発生土の非有価利用に関して利用方法、品質管理、保管管理、運搬管理、利用先等について具体的な提案を記述してください。また、発生土量増加時及び活性炭混入等の質的な変化時における対応についても具体的に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅲ-⑧）

非常用電源供給業務に関する提案

	記載要領：非常時対応に関して、安定性、迅速性、確実性等の確保の観点から維持管理・運営業務について具体的かつ簡潔に記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。



（様式　Ⅳ-①）

地球環境への配慮に係る提案

	記載要領：1年間の運営期間に生じる廃棄物削減提案量、エネルギー使用量、二酸化炭素・窒素酸化物発生量等、地球環境に関する事項を記述して下さい。その他、これら提案事項についてアピールすべき点を明瞭に記述して下さい。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。



（様式　Ⅳ-②-1）

周辺環境への配慮に関する提案①

	記載要領：建設期間中、周辺環境への配慮に関して、騒音・振動・悪臭等の影響対策、近隣住民への配慮、景観配慮など、効果的かつ具体的な提案を記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。



（様式　Ⅳ-②-2）

周辺環境への配慮に関する提案②

	記載要領：運営期間中、周辺環境への配慮に関して、騒音・振動・悪臭等の影響対策、近隣住民への配慮、景観配慮など、効果的かつ具体的な提案を記述してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅴ-①）

地域経済への貢献に関する提案

	記載要領：本事業を通じて地元での雇用促進につながるなど、地域経済へ貢献する具体的な提案があれば記述してください。

なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。



（様式　Ⅴ-②）

セルフモニタリングに関する提案

	記載要領：維持管理・運営業務に必要な項目のセルフモニタリングに関してアピールすべき点を具体的に記述してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅴ-③）

事業全体のプロジェクトマネジメントに関する提案

	記載要領：設計・建設・維持管理・運営の各段階における人員配置計画を含めた組織運営体制の提案について具体的に記述して下さい。また、各段階を通じた事業全体のプロジェクトマネジメントの考え方が、組織運営体制の提案を含め、個別の計画にどのように反映されているか、具体的に記述してください。以上の事項についてＡ４用紙４枚以内で記述してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


（様式　Ⅴ-④）

その他全般に関する提案

	記載要領：その他、提案全体として特にアピールすべき具体的かつ現実的な提案があれば項目を挙げ記述してください。
なお、各項目で挙げた詳細及び根拠等が本提案書の参考資料として提出する技術提案書にある場合は、それぞれの項目で技術提案書の該当箇所（資料名若しくは様式名・様式Ｎｏ、ページ、行等）を明記してください。


下請企業


「建設」


（企業番号○○）





下請企業


「○○」


（企業番号○○）





下請契約





再委託契約





構成員


「運営」


（企業番号○○）





協力企業


「○○」


（企業番号○○）





代表企業


「建設」


（企業番号○○）





構成員


「設計」


（企業番号○○）








請負契約





委託契約





請負契約





委託契約








出資･配当





出資･配当





返済





配当





ＳＰＣ





その他出資者


（企業番号○○）





金融機関


（企業番号○○）








融資











企業局の支払総額（消費税抜き）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）






































出資









